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1. はじめに
　地域の科学技術のポテンシャルの把握と指標化
に関して、文部科学省科学技術・学術政策研究所
（NISTEP）では都道府県別の地域の科学技術に関連す
る統計データを継続的に採集し報告1～14) している。
　そこで、今回は以前報告を行った「大学における地
域産学連携現況（2019）9）」をもとに、地域科学技術
指標 202214）のデータを用いて近況を調べた。地域で

の科学技術活動の代表例として産学連携に着目した
データとなっている。地域における産学連携注1、特
に、大学が民間企業から受け入れた研究資金（共同研
究、委託研究合計）に関する状況を分析し、地域科学
技術政策への含意を検討する。本調査研究の方法論と
しては、地域科学技術指標 2022の資料データ注2 を
3大都市圏である東京圏注3、中京圏注4、関西圏注5及
び地方圏注6に分類・集計し、分析注7を行った。

地域の科学技術のポテンシャルの把握と指標化に関して、文部科学省科学技術・学術政策研究所
（NISTEP）では都道府県別の地域の科学技術に関連する統計データを継続的に採集し報告している。
そこで、今回、地域科学技術指標 2022におけるデータから地域での科学技術活動の代表例として産学
連携（大学が民間企業から受け入れた研究資金）に着目し、地域における産学連携の状況を 3大都市圏
（東京圏、中京圏、関西圏）及び地方圏に分類・集計し、分析を行った。
●�産学連携の状況として、全体の研究資金受入額・件数については、2016年から 2020年の 5年間で
増加傾向であることが分かった。この傾向は 3大都市圏や地方圏でも同じであった。
●�大企業、中小企業の区分で確認すると、研究資金の受入額については大企業からの受入額は、2020
年は 602億円であった。また中小企業からの受入額は、2020年は 201億円であった。
●�研究資金の受入件数について、大企業からの受入件数は、2020年は 2.1 万件であった。また中小企
業からの受入件数は、2020年は 1.1 万件であった。
● �3 大都市圏及び地方圏における 1件当たりの研究費受入額については、2016年から 2020年にお
いて大企業では東京圏、中京圏は増加傾向であった。また中小企業では近年、関西圏で増加傾向であ
ることが分かった。

キーワード：産学連携，地域科学技術指標，民間企業からの研究資金

概　　要

注 1	 本レポートでの産学連携は、各都道府県の企業による産学連携活動を示すのではなく、各都道府県にある大学の産学
連携活動、つまり、県内企業のみならず県外企業との連携活動も含んだ状況を示すものである。

注 2	 地域科学指標 2022産学連携の資料データ（文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票データから著者作成）
注 3	 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
注 4	 中京圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
注 5	 関西圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
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傾向にある。2020年は 2.5 百万円であり、2016年
と比較すると 23％増加した。
　産学連携における研究資金受入平均額を大企業、中
小企業の２組織別に見ると、大企業からの受入平均額
は、2020年は 2.9 百万円であり、2016年と比較す
ると 20％増加した。また中小企業からの受入平均額
は、2020年は 1.8 百万円であり、2016年と比較す
ると 41％増加している。大企業、中小企業からの受
入平均額は増加傾向であった（図表４参照）。

２. 産学連携の状況分析
（１）大学の民間企業からの研究資金受入れの状況
　大学が民間企業から受け入れた研究資金受入額全
体の 2016年から 2020年の 5年間の推移を見ると
増加傾向にある。2020年は 980億円であり、2016
年と比較すると 53％増加した（図表１参照）。

　産学連携における研究資金受入額に関しては、外
資系企業の研究資金の計上が別枠で計上することと
なったため単純比較ができない。ここでは 2020年
の金額を確認する。大企業、中小企業の２組織別に見
ると、大企業からの受入額は、2020年は 602億円
であった。また中小企業からの受入額は、2020年は
201億円であった（図表２参照）。
　産学連携における研究資金受入件数に関しても外
資系企業の研究資金受入件数が別枠で計上すること
となったため単純比較ができない。ここでは 2020
年の件数を確認する。大企業、中小企業の２組織別に
見ると、大企業からの受入件数は、2020年は 2.1 万
件であった。また中小企業からの受入件数は、2020
年は 1.1 万件であった（図表３参照）。
　産学連携における研究資金受入平均額全体の
2016年から 2020年の 5年間の推移を見ると増加

図表 1　研究資金受入額全体の推移（外資含む）

図表 2　研究資金受入額の推移（外資含む）

図表 3　研究資金受入件数の推移（外資含む）

注 6	 本レポートでは、3大都市圏に含まれない道県を地方圏と呼ぶ。
	 地方圏：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、富山県、石川県、

福井県、山梨県、長野県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、
長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

注 7	 産学連携等実施状況調査では、これまで外資系企業を含めた実績値であったが、2019 年の実績から外資系企業の数
値が計上されている。2020年からは無視できない数値となったため、単純な比較ができない点に注意してほしい。

（注意）外資系企業含む
出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー

タから著者作成
（注意）外資系企業含む
出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー

タから著者作成

（注意）外資系企業含む
出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー

タから著者作成
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からの受入件数は、2020 年は 5千件であった。ま
た中小企業からの受入件数は、2020 年は 4.8 千件
であり、2016 年と比較すると 20％増加した（図表
6参照）。

（３）3大都市圏（東京圏、中京圏、関西圏）と地方
圏別状況
　3大都市圏と地方圏との連携状況について調べた
ところ、3大都市圏の産学連携における研究資金受
入額の 2016年から 2020年の 5年間の推移を見る
と増加傾向であった。2020年は 686億円であり、
2016年と比較すると 64％増加した。
　地方圏の産学連携における研究資金受入額の
2016年から 2020年の 5年間の推移を見ると
2019年までは増加傾向であったが 2020年は
2019年に比べ減少した。2020年は 294億円であ
り、2016年と比較すると 32％増加した（図表 7、外

（２）同一県企業との連携状況
　同一県企業との連携状況について調べたところ、同
一県企業からの産学連携における研究資金受入額全
体の 2016年から 2020年の 5年間の推移を見ると
増加傾向にある。2020年は 266億円であり、2016
年と比較すると 44％増加した。
　産学連携における同一県企業からの研究資金受入
額を大企業、中小企業の２組織別に見ると、大企業か
らの受入額は、2020年は 179億円であり、2016
年と比較すると 32％増加した。また中小企業からの
受入額は、2020年は 87億円であり、2016年と比
較すると 77％増加した。同一県企業からの受入額の
総額はおおむね増加傾向であった（図表５参照）。
　また、同一県企業からの産学連携における研究資金
受入件数全体の 2016年から 2020年の 5年間の推
移を見ると増加傾向にある。2020年は 9.9 千件であ
り、2016年と比較すると 9％増加した。
　産学連携における同一県企業からの研究資金受入
件数を大企業、中小企業の２組織別に見ると、大企業

図表 4　研究資金受入平均額の推移

図表 5　同一県企業からの研究資金受入額

図表 7　�3大都市圏と地方圏における研究資金受入額	
（外資含む）

図表 6　同一県企業との連携件数

出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー
タから著者作成

出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー
タから著者作成

（注意）外資系企業含む
出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー

タから著者作成

出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー
タから著者作成
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資系企業の研究資金を含まないものは図表 8参照）。
　3大都市圏の産学連携における研究資金受入件数
の 2016年から 2020年の 5年間の推移を見ると
2019年までは増加傾向であったが 2020年は減少
した。2020年は 2.1 万件であり、2016年と比較す
ると 21％増加した。
　地方圏の産学連携における研究資金受入件数
の 2016年から 2020年の 5年間の推移を見る
と 2019年までは増加傾向で 2020年は減少した。
2020年は 1.5 万件であり、2016年と比較すると
18％増加した（図表 9、外資系企業の受入件数を含
まないものは図表 10参照）。
　3大都市圏の産学連携における研究資金受入金額
の平均額は、東京圏では平均額は増加となってい
る。2020年は 2.9 百万円で、2016年と比較する
と 29％の増加であった。2020年の中京圏では 2.9
百万円、関西圏は 2.9 百万円、地方圏では 1.8 百万

円であった。
　2020年の大企業からの研究資金受入金額の平均
額は、東京圏では 3.2 百万円、中京圏は 3.5 百万円、
関西圏は 3.3 百万円、地方圏では 2.2 百万円であっ
た。また、中小企業からの研究資金受入金額の平均額
は、東京圏では 2.2 百万円、中京圏は 2.0 百万円、関
西圏は 2.1 百万円、地方圏では 1.4 百万円であった。
1件当たりの研究費受入額について、東京圏において
は、大企業との連携における研究費受入額は年々増加
している。
　中京圏では大企業との連携における研究費受入額
は年々増加している。中小企業との連携も年々増加し
ている。
　関西圏では大企業との連携における研究費受入額
は 2019年まで増加していたが、2020年は減少し
た。中小企業との連携は 2016年から 2018年にか
けて減少したが、2019年から増加している。
　地方圏は大企業、中小企業ともに 1件当たりの研
究費受入平均額はあまり変化がなかった（図表 11参
照）。
　3大都市圏、地方圏における研究費受入額の構成比
を大企業（同一県内・外）、中小企業（同一県内・外）
で見ると、変化があまり見られないが、地方圏の構成
比率が年々減少傾向にある。
　関西圏においては、同一県外企業との連携の占める
割合が徐々に増加している（図表 12参照）。

３. まとめ
　産学連携の状況として、全体の研究資金受入額・件
数については、2016年から 2020年までの 5年間
で増加傾向であった。この傾向は 3大都市圏や地方
圏でも同じであった。

図表８　3大都市圏と地方圏における研究資金受入額

図表 9　�3 大都市圏と地方圏における研究資金受入件数
（外資含む）

出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票データから著者作成

（注意）外資系企業含む
出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票デー

タから著者作成
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からの受入件数は、2020 年は 2.1 万件であった。ま
た中小企業からの受入件数は、2020 年は 1.1 万件
であった。
　1件当たりの研究費受入額についても、大企業では
東京圏、中京圏は増加傾向であった。また中小企業で

　そこで、大企業、中小企業の区分で確認すると、
大学の民間企業からの研究資金の受入額については
大企業からの受入額は、2020 年は 602 億円であっ
た。また中小企業からの受入額は、2020 年は 201
億円であった。また、研究資金の受入件数は大企業

図表 10　3 大都市圏と地方圏における研究資金受入件数

図表 11　3 大都市圏と地方圏の研究費受入平均額

図表 12　研究資金受入額の構成比

出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票データから著者作成

出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票データから著者作成

出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」の個票データから著者作成
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な比較ができない点に注意が必要である。また、3大
都市圏及び地方圏における産学連携の状況を分析し
た。その結果、東京圏における数値が大きく産学連携
のポテンシャルが高いと言える。また、東京圏に集中
していることに変わりはないが、各圏域でそれぞれ特
徴が出ていると考えられる。
　本レポートで利用したデータである産学連携等実
施状況調査では、これまで外資系企業を含めた実績値
であったが、2019年の実績から外資系企業の数値が
計上されている。2020年からは無視できない数値と
なったため、本レポートでは単純な比較ができない点
に注意していただきたい。
　より詳しい都道府県の分析は、地域科学技術指標
202214)で確認いただければ幸いである。

は近年、関西圏で増加傾向であることが分かった。3
大都市圏と地方圏では、大企業からの 1件当たりの
研究費受入額が徐々に開きつつある。また同様に、3
大都市圏、地方圏における研究資金受入額の構成比で
は、地方圏の構成比率が年々減少傾向にある。これ
は、企業が地方圏の大学との連携に消極的になってい
る可能性があると言える。更に東京圏では大企業（同
一県内）の占める割合が 60％超であることからも、
大企業が東京圏に集中していると言える。また、関西
圏においては、同一県外企業との連携の占める割合が
年々増加している点で興味深い。
　本レポートでは、産学連携等実施状況調査では、こ
れまで外資系企業を含めた実績値であったが、2019
年の実績から外資系企業の数値が計上されている。
2020年からは無視できない数値となったため、単純
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